
（平成２５年１月１７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 5 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 3522 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 56 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年２月から同年９月まで 

    私は、昭和 57 年８月に飲食店を開業し、その後、半年ほど経過した頃に、

当時同居していた父親が「国民年金の保険料が未納なので役所から納付する

よう連絡があった。」と店に居た私に知らせてきた。保険料を未納としてい

た期間は２年弱で、金額は 14 万円から 15 万円ほどであったと記憶している

が、当時は開店間もない時期で一度に保険料を納付できないので、父親から

役所に３回に分けて３か月以内に納付することについて、了解を取ってもら

った上で、加入手続と未納としていた全ての保険料を納付してもらった。申

立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、25 年以上の長期にわたる国民年金加入期間において、申立期間

を除き保険料の未納は無く、申立人の国民年金加入手続及び保険料納付を行っ

てくれたとする父親も、国民年金加入期間の保険料に未納は無い。 

また、オンライン記録、国民年金手帳記号番号払出補助簿、国民年金被保険

者台帳（マイクロフィルム）及び申立人の国民年金手帳記号番号前後の任意加

入被保険者の資格取得状況によると、申立人の国民年金加入手続は、昭和 58

年８月頃にＡ市Ｂ区で行われ、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払

い出された形跡は見当たらないことから、この頃に申立人の加入手続が行われ、

この加入手続の際に、資格取得日を 56 年２月１日（申立人が厚生年金保険の

被保険者資格を喪失した日）とする事務処理が行われたものとみられる。この

加入手続時期を基準とすると、申立期間のうち、同年７月から同年９月までの

国民年金保険料については、過年度保険料として納付することが可能であった。 



さらに、申立人は、２年弱の未納としていた期間の保険料については、３回

に分けて納付することについて、父親に役所の了解を取ってもらった上で、当

該保険料を父親に渡して全て納付してもらったとしているところ、申立人の国

民年金被保険者台帳によると、申立期間直後の昭和 56 年 10 月から 57 年３月

までの保険料は 58 年 12 月 12 日に、57 年４月から 58 年３月までの保険料は

59年１月31日にそれぞれ過年度保険料として２回に分けて納付されているこ

とが確認できる。これらのことを踏まえると、父親は、加入手続時期において

過年度保険料として納付することが可能であった申立期間のうち、56 年７月

から同年９月までの保険料についても、同様に過年度納付したとしても不自然

ではなく、３回に分けて保険料を納付したとする申立人の記憶とも符合する。 

一方、申立人は飲食店を開業してから半年ほど経過した頃（昭和 58 年２月

頃）に国民年金加入手続を行ったと申し立てているものの、前述のとおり、申

立人の国民年金加入手続は、58 年８月頃に行われたとみられ、申立人は申立

期間当時において国民年金に未加入となり、保険料を納付することはできず、

この加入手続時期を基準とすると、申立期間のうち、56 年２月から同年６月

までの保険料については、既に２年の時効が成立しているため、父親は納付す

ることもできなかったものと考えられる。 

また、申立人が申立期間のうち、昭和 56 年２月から同年６月までの保険料

を納付したことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに当該

期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 56 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

  

 



愛知厚生年金 事案 7576 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、38万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21 年５月から 22 年６月まで 

    申立期間について、会社が誤って届け出たため、標準報酬月額は 18 万円

とされているが、給与明細書によるとこの標準報酬月額より高額の給与が支

給されているので、正しい標準報酬月額に記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成21年５月から同年12月までの期間及び22年２月から同

年６月までの期間については、Ａ社から提出された給与明細書（21年５月分か

ら22年７月分まで）及び22年賃金台帳（給与・手当等）により、申立人は、そ

の主張する標準報酬月額（38万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成22年１月については、上記給与明細書及び賃金

台帳により、申立人が当該期間においてオンライン記録により確認できる標準

報酬月額（18万円）を超える報酬月額（43万円）の支払を受け、報酬月額に見

合う標準報酬月額（44万円）より低い標準報酬月額（38万円）に基づく厚生年

金保険料（２万9,837円）を事業主により給与から控除されていたことが確認

できる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら



の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、上記給与明

細書及び賃金台帳により確認できる保険料控除額から、38万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は届出の誤りを認めている上、健康保険厚生年金保険被保険者報酬

月額変更届及び健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届により、事

業主が申立期間の標準報酬月額を18万円として届け出たことが確認できるこ

とから、社会保険事務所（当時）は申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額

に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は,当該保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案7577 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、36万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 49 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21 年５月から 22 年６月まで 

    申立期間について、会社が誤って届け出たため、標準報酬月額は９万

8,000 円とされているが、給与明細書によるとこの標準報酬月額より高額の

給与が支給されているので、正しい標準報酬月額に記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成21年５月から同年12月までの期間及び22年２月から同

年６月までの期間については、Ａ社から提出された給与明細書（21年５月分か

ら22年7月分まで）及び22年賃金台帳（給与・手当等）により、申立人は、そ

の主張する標準報酬月額（36万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが確認できる。 

また、申立期間のうち、平成22年１月については、上記給与明細書及び賃金

台帳により、申立人が当該期間においてオンライン記録により確認できる標準

報酬月額（９万8,000円）を超える報酬月額（41万円）の支払を受け、報酬月

額に見合う標準報酬月額（41万円）より低い標準報酬月額（36万円）に基づく

厚生年金保険料（２万8,267円）を事業主により給与から控除されていたこと

が確認できる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら



の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の当該期間に係る標準報酬月額については、上記給与明

細書及び賃金台帳により確認できる保険料控除額から、36万円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は届出の誤りを認めている上、健康保険厚生年金保険被保険者報酬

月額変更届及び健康保険厚生年金保険被保険者報酬月額算定基礎届により、事

業主が申立期間の標準報酬月額を９万8,000円として届け出たことが確認でき

ることから、社会保険事務所（当時）は申立期間に係る上記訂正後の標準報酬

月額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は,当該保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

 



愛知厚生年金 事案 7579 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成７年11

月１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、平成７年４月から同年９月

までは26万円、同年10月は28万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成７年４月 30 日から同年 11 月１日まで 

    申立期間において、Ａ社に継続して勤務し、給与から厚生年金保険料も控

除されていたので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人は、平成４年８月１日から７年10月31日まで

の期間において、Ａ社に継続して勤務していたことが認められる。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所でなくな

った平成７年10月26日以降の同年12月４日付けで、申立人の資格喪失日を遡っ

て同年４月30日とする処理が行われた記録が確認できる。 

しかしながら、Ａ社に係る商業登記簿謄本によると、同社は、申立期間当時、

法人事業所であることが確認でき、厚生年金保険法の適用事業所としての要件

を満たしていたものと認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成７年４月30日に資格を

喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、当該喪失処理に係る記録は有効な

ものとは認められないことから、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者

の資格喪失日は、雇用保険の記録により同年11月１日であると認められる。 

また、申立期間に係る標準報酬月額については、上記訂正前のオンライン記

録から、平成７年４月から同年９月までは26万円、同年10月は28万円とするこ

とが妥当である。



愛知厚生年金 事案 7580 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主は、申立人が主張する昭和 51 年２月 21 日に厚生年金保険被保険者資

格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められるこ

とから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日を同日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額については、49 年 12 月から 50 年９月までは 11 万

8,000 円、同年 10 月から 51 年１月までは 15 万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49 年 12 月 28 日から 51 年２月 21 日まで 

    年金記録を見ると、Ａ社の記録は、資格喪失日が昭和 49 年 12 月 28 日と

なっているが、企業年金連合会から払われている年金は、51 年２月 21 日ま

での期間で計算されている。申立期間について、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ｂ基金の回答書及び企業年金連合会の中脱記録照会（回答）

から判断すると、申立人が申立期間にＡ社に継続して勤務し、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、オンライン記録では、申立人のＡ社における資格喪失日は昭和 49 年

12 月 28 日となっているが、申立人のＢ基金及び企業年金連合会の資格喪失日

は 51 年２月 21 日となっており、当該基金は、「申立期間当時、資格の得喪に

係る届出の書類は複写式の様式であり、当基金に提出されたものと同一のもの

を社会保険事務所に届け出ていたと考えられる。」と回答しており、Ａ社が社

会保険事務所及び厚生年金基金の双方に異なった資格喪失日を届け出ること

は考え難い。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 51 年２月 21 日に厚

生年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったこと

が認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＢ基金及び企業年金連

合会の記録から、昭和 49 年 12 月から 50 年９月までは 11 万 8,000 円、同年

10 月から 51 年１月までは 15 万円とすることが妥当である。 



愛知厚生年金 事案 7581 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準賞与額の記録については、１万4,000円に訂

正することが必要である。 

また、申立人の申立期間②、③及び④に係る標準賞与額については、厚生年

金保険法第75条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とな

らない記録とされているが、申立人は、当該期間において、その主張する標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこと

が認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保

険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例法」という。）に基づき、申立

人の当該期間に係る標準賞与額の記録を、申立期間②は26万7,000円、申立期

間③は35万6,000円、申立期間④は18万3,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間①から④までに係る標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年４月 30 日 

             ② 平成 15 年７月 31 日 

             ③ 平成 15 年 12 月５日 

             ④ 平成 16 年８月２日 

    申立期間①については、賞与支給に係る年金記録が無く、申立期間②、③

及び④については、標準賞与額は記録されているが、年金額に反映されない

状態となっているので、適正な記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、

当該期間において、18万6,000円の標準賞与額に見合う賞与を支給され、１万

4,000円の標準賞与額に見合う厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

ただし、特例法に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及



び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、こ

れらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準賞与額については、賞与明細書において確認で

きる保険料控除額から１万4,000円とすることが妥当である。 

申立期間②、③及び④については、申立人から提出された賞与明細書により、

申立人は、当該期間において、その主張する標準賞与額（申立期間②は26万

7,000円、申立期間③は35万6,000円、申立期間④は18万3,000円）に基づく厚

生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立期間①から④までに係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、申立期間①については、当該期間の賞与支払に

係る届出を社会保険事務所（当時）に提出していないと認めており、また、申

立期間②、③及び④については、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅

した後に、当該期間における事務手続を失念していたとして届出を行っている

ことから、社会保険事務所は、申立期間①から④までに係る標準賞与額に基づ

く保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 



愛知厚生年金 事案 7582 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成９年８月から

14 年 11 月までは 36 万円、同年 12 月は 28 万円、15 年１月は 30 万円、同年２

月は 28 万円、同年３月は 30 万円、同年４月は 36 万円、同年５月から同年７

月までは 30 万円、同年８月は 32 万円、同年９月及び同年 10 月は 30 万円、同

年 11 月は 34 万円、同年 12 月は 30 万円、16 年１月は 34 万円、同年２月は 30

万円、同年３月は 28 万円、同年４月は 30 万円、同年５月は 32 万円、同年６

月は 30 万円、同年７月は 32 万円、同年８月及び同年９月は 30 万円、同年 10

月及び同年 11 月は 32 万円、同年 12 月は 30 万円、17 年１月から同年８月ま

では 32 万円、同年９月から 18 年９月までは 30 万円、同年 10 月は 26 万円、

同年 11 月及び同年 12 月は 30 万円、19 年１月から同年８月までは 32 万円、

同年９月から 21 年３月までは 30 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年８月から 21 年３月まで 

ねんきん定期便によると、申立期間の標準報酬月額は９万8,000円と記録

されているが、もっと高額の給与を支給されていた。 

給与支給明細書を提出するので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成 14 年 12 月から 15 年３月までの期間及び同年５月か

ら 21 年３月までの期間について、申立人から提出された給与支給明細書によ

り、申立人は、当該期間において、オンライン記録の標準報酬月額よりも高額

の給与を支給され、オンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よ

りも高額の保険料を事業主により給与から控除されていたことが確認できる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付



が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、上記給与支給明細書にお

いて確認できる保険料控除額及び総支給額から、平成 14 年 12 月は 28 万円、

15 年１月は 30 万円、同年２月は 28 万円、同年３月及び同年５月から同年７

月までは 30 万円、同年８月は 32 万円、同年９月及び同年 10 月は 30 万円、同

年 11 月は 34 万円、同年 12 月は 30 万円、16 年１月は 34 万円、同年２月は 30

万円、同年３月は 28 万円、同年４月は 30 万円、同年５月は 32 万円、同年６

月は 30 万円、同年７月は 32 万円、同年８月及び同年９月は 30 万円、同年 10

月及び同年 11 月は 32 万円、同年 12 月は 30 万円、17 年１月から同年８月ま

では 32 万円、同年９月から 18 年９月までは 30 万円、同年 10 月は 26 万円、

同年 11 月及び同年 12 月は 30 万円、19 年１月から同年８月までは 32 万円、

同年９月から 21 年３月までは 30 万円とすることが妥当である。 

申立期間のうち、平成 14 年１月から同年 11 月までの期間について、申立人

から提出された 14 年分給与所得の源泉徴収票により、申立人は、当該期間に

おいて、36 万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが推認できる。 

申立期間のうち、平成 15 年４月について、申立人は当該期間に係る給与支

給明細書を所持していないが、当該期間とその前後の期間に係るオンライン記

録の標準報酬月額が同額であることから、申立人は、当該期間においても、そ

の前後の期間の給与支給明細書で確認できる保険料控除額に見合う標準報酬

月額（36 万円）と同額の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたものと考えられる。 

申立期間のうち、平成９年８月から 13 年 12 月までの期間について、申立人

は当該期間に係る給与支給明細書及び源泉徴収票を所持していないが、複数の

同僚の給与支給明細書から確認できる保険料控除額の推移を踏まえて判断す

ると、申立人は、当該期間において、36 万円の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが推認できる。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、資料が無く不明としているが、上記給与支給明細

書及び源泉徴収票において確認等できる保険料控除額又は総支給額に見合う

標準報酬月額と、オンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致してい

ないことから、事業主は、給与支給明細書において確認等できる保険料控除額

又は総支給額に見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納入

の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。



愛知厚生年金 事案 7583 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は 17 万 4,000 円、申立

期間②は 23 万 5,000 円、申立期間③は４万 2,000 円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（申

立期間②については、訂正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 19 年７月 20 日 

             ② 平成 19 年 12 月 14 日 

             ③ 平成 21 年 12 月 25 日 

申立期間①及び③に係る賞与の記録が無いので、年金記録を訂正してほし

い。 

また、申立期間②の標準賞与額は賞与支給明細書で確認できる賞与額と異

なっているので、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与支給明細書及び支給明細書により、申立人は、申立

期間①、②及び③において同社から賞与を支給され、申立期間①、②及び③に

係る厚生年金保険料を事業主により当該賞与から控除されていたことが認め

られる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われる

のは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額の

それぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額の

いずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①、②及び③の標準賞与額については、上記賞与支給

明細書等において確認できる賞与額から、申立期間①は 17 万 4,000 円、申立



期間②は23万5,000円、申立期間③は４万2,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は申立期間①、②及び③当時に事務手続を誤り、当該保険料を納付

していないと認めていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る

当該期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、当該保険料（申立期間②については、訂正前の標準賞与額に基づく厚

生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 



愛知厚生年金 事案 7584 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を６万 4,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21 年 12 月 25 日 

    申立期間に係る賞与の記録が無いので、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された支給明細書により、申立人は、申立期間において、その

主張する標準賞与額（６万 4,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に届け出て

おらず、当該厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、社

会保険事務所は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 



愛知厚生年金 事案 7585 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に

係る記録を昭和 39 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万

6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年 11 月１日から同年 12 月１日まで 

Ａ社Ｂ支店Ｃ事業所が同社Ｄ支店に格上げされた前後を通じて、同社に継

続して勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたにもかかわらず、

年金記録に１か月の空白がある。 

既に、記録を訂正された同僚もいるので、申立期間について、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び複数の同僚の証言から判断すると、申立人がＡ社に継続

して勤務し（同社Ｂ支店から同社Ｄ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、これを確認できる人事記録等は無いが、Ａ社Ｄ支

店の設立経緯を踏まえて判断すると、申立期間については、同社Ｂ支店におけ

る資格喪失日に係る記録を訂正することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

名簿及びオンライン記録の昭和 39 年 10 月の記録から、３万 6,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

人と同時期にＡ社Ｂ支店から同社Ｄ支店に異動した同僚 12 人全員に、申立人

と同様に被保険者期間の欠落が確認できるところ、社会保険事務所（当時）が



申立人を含む当該 13 人全員について事業主からの届出を誤って記録するとは

考え難いことから、事業主が昭和 39 年 11 月１日を資格喪失日として届け、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないものと認めら

れる。 

 



愛知厚生年金 事案 7586 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日に

係る記録を昭和 39 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万

8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年 11 月１日から同年 12 月１日まで 

Ａ社Ｂ支店Ｃ事業所が同社Ｄ支店に格上げされた前後を通じて、同社に継

続して勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたにもかかわらず、

年金記録に１か月の空白がある。 

既に、記録を訂正された同僚もいるので、申立期間について、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び複数の同僚の証言から判断すると、申立人がＡ社に継続

して勤務し（同社Ｂ支店から同社Ｄ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、これを確認できる人事記録等は無いが、Ａ社Ｄ支

店の設立経緯を踏まえて判断すると、申立期間については、同社Ｂ支店におけ

る資格喪失日に係る記録を訂正することが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の昭和 39 年 10 月の記録から、２万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申立

人と同時期にＡ社Ｂ支店から同社Ｄ支店に異動した同僚 12 人全員に、申立人

と同様に被保険者期間の欠落が確認できるところ、社会保険事務所（当時）が

申立人を含む当該 13 人全員について事業主からの届出を誤って記録するとは



考え難いことから、事業主が昭和 39 年 11 月１日を資格喪失日として届け、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料について納入の

告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないものと認めら

れる。 

 

 



愛知国民年金 事案 3523 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年５月から 45 年２月までの期間及び同年 10 月から 50 年

12 月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年５月から 45 年２月まで 

             ② 昭和 45 年 10 月から 50 年 12 月まで 

    私は、20 歳から大学を卒業するまではＡ市Ｂ区に、大学卒業後、会社に

就職してから昭和 45 年９月に会社を退職するまではＣ市に、同年 10 月から

46 年頃までは実家があるＤ町に、46 年頃から 47 年５月に婚姻するまではＣ

市Ｅ区に住んでいたが、20 歳から同年５月に婚姻するまでの間は住民票を

実家のＤ町に置いたままで、同年５月にＦ市に転居して婚姻し、住民票も同

市に移したと思う。 

私の国民年金の加入手続は母親が行い、申立期間①及び②の保険料につい

ては、婚姻後も含めて、母親が父親、母親及び兄弟姉妹の分と一緒に納めて

くれていた。保険料を納付した事実が確認できるものは何も無いが、申立期

間①及び②の保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続並びに申立期間①及び②の国民年金保険料の納

付に直接関与しておらず、これらを行ったとする母親は既に亡くなっているた

め、加入手続並びに申立期間①及び②の保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、申立人は、母親が申立人に係る国民年金加入手続を行い、申立期間①

及び②の保険料についても母親が納付していたとしているが、国民年金手帳記

号番号払出簿及び申立人の国民年金手帳記号番号前後の被保険者のオンライ

ン記録における加入状況によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和

51 年１月頃にＦ市において妻と連番で払い出されており、申立人に対して別

の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、この頃



に申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入手続の際に、資格取得日を

42 年＊月（20 歳到達時）とする事務処理が行われたものとみられる（申立期

間①と②の間の45年３月から同年９月までの期間は平成17年９月に記録統合

により厚生年金保険被保険者期間とされている。）。このため、申立期間①及び

②当時、申立人は国民年金に未加入であり、母親は申立期間①及び②の保険料

を納付することはできず、この加入手続時期（昭和 51 年１月頃）を基準とす

ると、申立期間①及び申立期間②のうち 45 年 10 月から 48 年９月までの期間

の保険料については、既に時効が成立していたことから、遡って保険料を納付

することもできなかったものと考えられる。 

さらに、上記の加入手続時期（昭和 51 年１月頃）を基準とすると、申立期

間②のうち、48 年 10 月から 50 年３月までの保険料については、過年度保険

料として納付することが可能であり、同年４月から同年 12 月までの保険料に

ついては、現年度保険料として納付することが可能であったものの、国民年金

手帳記号番号が申立人と連番で払い出されている妻の当該期間の保険料も未

納とされているなど、当該期間の保険料が納付されたことをうかがわせる事情

は見当たらないほか、現年度保険料として納付することが可能であった期間に

申立人が居住していたとするＦ市によれば、当時、現年度保険料は他市町村に

おいて納付することはできなかったとしていることから、Ｄ町に居住していた

とする母親が、当時、Ｆ市に居住していたとする申立人の当該期間の保険料を

父親、母親及び兄弟姉妹の分と一緒に納付していたとは考え難い。 

加えて、申立人は、母親が申立期間①及び②の保険料を父親、母親及び兄弟

姉妹の分と一緒に納付していたとしているが、父親、母親及び兄弟姉妹につい

ては、国民年金手帳記号番号が払い出された後、保険料の納付を開始している

のに対し、申立人は前述のとおり、申立期間①及び②当時は国民年金に未加入

であり、状況が異なることから、父親、母親及び兄弟姉妹の記録をもって申立

人の申立期間①及び②の保険料が納付されていたと推認することはできない。 

このほか、申立人に係る国民年金被保険者名簿等はＦ市のもの以外に見当た

らず、Ｄ町において、申立人が国民年金に加入し、申立人の保険料が納付され

た形跡はうかがえない上、Ｆ市の国民年金被保険者名簿及び年度別納付状況リ

ストにおいても、申立期間①及び②の保険料は未納とされており、オンライン

記録との食い違いは無い。そして、母親が申立期間①及び②の保険料を納付し

ていたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間

①及び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 3524 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年４月から 53 年３月までの期間、同年８月から 55 年２月

までの期間、62 年８月から 63 年３月までの期間、平成元年 12 月から３年３

月までの期間、同年８月から５年３月までの期間及び６年４月から 10 年２月

までの期間に係る国民年金被保険者記録については、訂正する必要は認められ

ない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年４月から 53 年３月まで 

             ② 昭和 53 年８月から 55 年２月まで 

             ③ 昭和 62 年８月から 63 年３月まで 

             ④ 平成元年 12 月から３年３月まで 

             ⑤ 平成３年８月から５年３月まで 

             ⑥ 平成６年４月から 10 年２月まで 

    私の年金加入履歴は間違いだらけである。申立期間①の保険料は、納付済

みと記録されているのは誤りである。当時は住民票の住所地はＡ市のままで

あったが、私も家族も保険料を納付した覚えは無い。また、申立期間②から

⑥までの保険料が、免除と記録されているのも誤りである。申立期間②の保

険料は、免除申請をした覚えは無い。申立期間③の保険料は、Ｂ町に本籍地

と住民票の住所地を変更した際に免除申請をしたが、同町には半年ぐらいし

か住んでいなかったので、その後は免除申請を継続して行っていない。申立

期間④の保険料は、当時はＣ市において住み込みで働いており、Ｂ町から住

所変更をしていなかったので、免除申請をしていない。申立期間⑤の保険料

は、平成３年か４年にＣ市Ｄ区に住所変更の届出をし、その後、同市同区内

で住居を変更したものの、免除申請はしていない。申立期間⑥の保険料は、

さらに同市同区内で住居を変更した際に免除申請（平成５年度）をしたが、

それ以降は免除申請を継続して行っていない。申立期間について、保険料が

納付又は免除されていなかった記録に訂正してほしい。 

 



第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係るオンライン記録によると、申立期間の保険料について、ⅰ）申

立期間①は納付済み、ⅱ）申立期間②から⑤までの期間及び申立期間⑥のうち

平成６年４月から８年 12 月までの期間は全額申請免除、ⅲ）申立期間⑥のう

ち、９年１月から 10 年２月までは法定免除とされていることが確認できる。

申立人は、これら申立期間の保険料については、全て未納であるとして記録の

訂正を求めている。 

申立期間①及び②について、申立人は、当時、住民票の住所地はＡ市であっ

たとしているところ、同市の国民年金被保険者名簿によると、申立期間①の保

険料については、納付済みとされ、申立期間②の保険料については、全額申請

免除とされており、これらは前記のオンライン記録とも一致している上、国民

年金被保険者台帳（マイクロフィルム）においても、当該期間の保険料は納付

又は免除されていた旨の記載が確認でき、納付又は免除されていなかったとす

る形跡は見当たらない。 

また、申立期間③について、申立人は、Ｂ町に本籍地及び住民票の住所地を

変更した際に、保険料の免除申請を行ったが、その後は免除申請を行っていな

いとしているところ、申立人に係る戸籍の附票によると、申立人は、昭和 62

年７月 13 日付けで同町に住所地を変更したこととされている。オンライン記

録の免除申請に係る処理状況によると、申立人はその主張のとおり、この住所

地の変更日と同日に保険料の免除申請を行っていたことが確認でき、この免除

申請により、申立期間③が含まれる同年４月から 63 年３月までの保険料に係

る免除が承認されており、このことは同町の国民年金被保険者名簿検認記録欄

の記載内容とも一致している。 

さらに、申立期間④について、申立人は、住民票の住所地はＢ町のままであ

ったとしているが、申立人に係る住民票によると、申立人は平成元年 10 月か

らＣ市に住所地があったことが確認でき、申立人の主張には矛盾がみられる上、

同市の国民年金被保険者名簿においても、同年 10 月にＢ町から転入した旨の

記載が確認できることから、申立人は、この頃にＣ市において国民年金の手続

等を行っていたことが推認される。オンライン記録の免除申請に係る処理状況

によると、同年 11 月に免除申請が行われ、申立期間④のうち、同年 12 月から

２年３月までを含む元年 10 月から２年３月までの保険料に係る免除が承認さ

れており、その後、同年５月にも免除申請が行われ、申立期間④のうち、同年

４月から３年３月までの保険料に係る免除が承認されていたことが確認でき

るほか、同市の国民年金被保険者名簿においても当該期間の保険料は免除され

ていたことが確認できることから、申立期間④の保険料が免除されていること

について、不自然さは見当たらない。 

加えて、申立期間⑤及び申立期間⑥のうち平成６年４月から８年 12 月まで

の期間について、申立人は、上述の元年 10 月以降引き続き保険料が免除され



ており、オンライン記録の免除申請に係る処理状況によると、毎年度、免除申

請が行われ、各年度の保険料に係る免除が承認されていること、及びＣ市の国

民年金被保険者名簿においては、当該期間の保険料が免除されていたことが確

認でき、ほかに保険料が免除されていなかったとする形跡も見当たらないこと

から、当該期間の保険料が免除されていることについて、不合理な点は見受け

られない。 

このほか、申立期間⑥のうち、平成９年１月から 10 年２月までについては、

Ｃ市によると、申立人は９年２月から生活保護法による生活扶助を受けている

としていることから、国民年金法に基づき、法定免除とされていることについ

て、記録上の問題は特段みられない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人の申立期間①から⑥までの期間に係る国民年金被保険者記録につ

いては、訂正する必要は認められない。 

 

  

 



愛知厚生年金 事案 7578 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年 12 月４日から 20 年９月１日まで 

    工場が空襲で燃えてしまったが、妹も同じ工場で働いていたのに年金をも

らっている。私は、脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していたＡ社Ｂ工場の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立人と同時期に資格喪失した33人の女性の脱退手当金支給記録を確

認したところ、28人に支給記録があり、その全員について資格喪失日から約３

か月以内に支給決定がなされている上、申立人の脱退手当金が支給決定された

時期は通算年金通則法施行前であり、20年以上の厚生年金保険被保険者期間が

無ければ年金は受給できなかったことを踏まえると、申立人についても、その

委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられ

る。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に

係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和20年11月26日に

支給決定されているほか、厚生年金保険被保険者台帳の保険給付欄に脱退手当

金の支給記録が記載されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 7587 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 12 月 27 日から 11 年２月１日まで 

私は、Ａ社グループのＢ社に入社してすぐにＣ国に赴任し、その後、Ｄ社

が立ち上がるとのことで、Ｂ社からＤ社に移籍した。 

平成11年２月に帰国してグループ会社のＥ社に移籍するまでＤ社で継続

して勤務していたので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のＤ社に係る雇用保険の記録により、申立人は、申立期間において同

社に継続して勤務していたことが認められる。 

しかし、Ｄ社は、平成13年６月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、商業登記簿謄本によると、同社は同年６月＊日に解散しているこ

とが確認できることから、申立人に係る厚生年金保険の取扱いについて確認で

きない。 

また、申立期間当時、Ｄ社において社会保険事務を担当していた者から提出

された社会保険脱退証明書には、申立人の同社に係る資格喪失日は平成９年12

月27日と記載されており、当該資格喪失日はオンライン記録と一致している。 

さらに、上記の社会保険事務担当者は、「申立期間当時、Ｄ社には申立人と

同じようにＣ国へ長期赴任していた者はおらず、申立人の厚生年金保険の取扱

いについては覚えていない。」としている上、Ｄ社の複数の同僚は、「Ｃ国へ長

期赴任していた者は申立人のみで、詳しいことは分からない。」としているこ

とから、申立人の申立期間における保険料控除を裏付ける証言を得ることはで

きない。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認でき



る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 7588（事案 4726、5537、7017、7352 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 25 年２月１日から 27 年６月１日まで 

    新たな資料等は無いが、原点に戻って調査し、納得のゆく回答、誠意ある

回答をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る当初の申立てについては、当時の同僚の証言から判断して、

退職時期は特定できないものの、申立人が昭和25年２月１日以降もＡ事業所に

勤務していたことはうかがえるが、一方で、ⅰ）同事業所は、同日に厚生年金

保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間において適用事業所であった

記録が確認できず、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て確認できる被保険者５人全員（申立人を含む。）が同日までに漸次被保険者

資格を喪失していることが確認できること、ⅱ）当時の事業主は、既に死亡し

ているため、申立人に係る厚生年金保険の取扱い等について確認できないこと、

ⅲ）申立人が名前を挙げた同僚５人のうち、３人は、既に死亡しており、残る

２人は、「事業主から厚生年金保険に関する話は聞いたことがなく、申立期間

当時の厚生年金保険の取扱いについては分からない。」と証言していること、

ⅳ）ほかに申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらないことなどから、既に当委員会の決定に

基づく平成22年11月17日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

申立期間に係る２回目の申立てについては、申立人は、「職場の近くにあっ

た病院（内科及び歯科）にしばしば通ったので、診療記録を調査してほしい。」

と主張したものの、申立人が当時通院したとする病院は、いずれも当時の診療

記録を保管していないと回答しており、申立人が申立期間当時、健康保険の被



保険者資格を有していたか否かについて確認できないことなどから、既に当委

員会の決定に基づく平成23年３月30日付け年金記録の訂正は必要でないとす

る通知が行われている。 

申立期間に係る３回目の申立てについては、申立人は、「前回の再申立ての

際に調査を依頼した３病院に加えて、Ｂ病院についても、診療記録の保管の有

無を調査するとともに、診療報酬明細書についても調査してほしい。」と主張

したが、申立人から新たに名称が挙がったＢ病院は、当時の診療記録を保管し

ていないと回答している上、Ｃ健康保険協会に照会しても、診療報酬明細書の

保存期間は５年間であるため、申立人の申立期間における健康保険の利用の有

無について確認できないと回答していることなどから、既に当委員会の決定に

基づく平成24年２月１日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行わ

れている。 

申立期間に係る４回目の申立てについては、申立人は、「原点に戻って調査

して納得のゆく回答を出してほしい。」と主張したが、申立人から新たな関連

資料等の提示は無く、当該主張のみでは、当委員会のこれまでの決定を変更す

べき新たな事情とは認め難いことから、既に当委員会の決定に基づく平成24

年６月20日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、今回、申立人は、前回と同様に、「原点に戻って調査し、納得

のゆく回答、人としての誠意ある回答をお願いしたい。」と主張し、５回目の

申立てを行っている。 

しかし、今回も前回と同様に、申立人から新たな関連資料等の提示は無く、

当該主張のみでは、当委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情とは認

め難い。 

そのほかに当委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情は見当たら

ないことから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



愛知厚生年金 事案 7589 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年から 31 年５月 17 日まで 

    私は、申立期間当時Ａ事業所に勤務し、母親も同事業所で勤務していた。

母親から、「引っ越し費用に充てるため、厚生年金保険の脱退手続をした。」

と聞いていたので、母親は同事業所で厚生年金保険に加入していたと思う。

私も同じように勤務していたので、申立期間について、厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ事業所の所在地、事業主の氏名及び同僚の姓について具体的に

述べているところ、その内容が、同事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の記録とおおむね一致していることから、期間を特定することはできな

いものの、申立人が同事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録によると、

Ａ事業所は、申立期間後の昭和32年５月27日から33年10月１日までの期間、及

び37年９月１日から38年10月１日までの期間において厚生年金保険の適用事

業所であったものの、申立期間においては、適用事業所であった記録が確認で

きない。 

また、Ａ事業所の申立期間当時の事業主は既に死亡している上、同事業所が

最初に適用事業所となった昭和32年５月27日に厚生年金保険被保険者資格を

取得した同僚は、「申立人の名前を聞いたことがあるような気はするが、勤務

していた時期や詳しいことは覚えていない。」と回答しており、申立人の申立

期間における厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

さらに、申立人は、「私の母親は、私が小学校の頃からＡ事業所が倒産する

まで勤務していた。」と述べているところ、オンライン記録によると、申立人



の母親のＡ事業所に係る厚生年金保険被保険者記録は、昭和37年９月１日から

38年10月１日までの期間のみであり、申立期間における記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



愛知厚生年金 事案 7590 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年４月頃から 31 年 11 月１日まで 

    私は、昭和 30 年４月頃から２年間、Ａ事業所（現在は、Ｂ事業所）に勤

務しながら学校に通っていた。申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録（申立人の健康保険の

資格取得日は、昭和30年４月１日）、及び複数の同僚の証言から、申立人が申

立期間において同事業所に勤務していたことは認められる。 

しかし、上記被保険者名簿及び事業所番号等索引簿によると、Ａ事業所は、

健康保険については昭和29年１月１日に適用事業所になったと記録されてい

るものの、厚生年金保険については、31年11月１日に適用事業所になったと記

録されており、申立期間について適用事業所であった記録は確認できない上、

厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿によると、同日を厚生年金保険の資

格取得日として、申立人及び同事業所の同僚24人に厚生年金保険手帳記号番号

が連番で払い出されていることが確認できるが、申立期間当時、給与事務補助

をしていた同僚は、「厚生年金保険の加入時期及び保険料の控除については記

憶が無い。」と回答している。 

また、Ｂ事業所は、「職員名簿に申立人の氏名は確認できないことから、申

立期間当時、申立人は正規職員以外の職員であったと思われるが、当時の正規

職員以外の資料は無く不明。」と回答している上、同事業所を管轄するＣ県は、

「Ｃ県の職員データに申立人の記録は無く、Ａ事業所が厚生年金保険の適用事

業所となった当時の状況も分からない。」と回答しており、申立期間における

厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 



さらに、厚生年金保険被保険者台帳によると、申立人のＡ事業所における厚

生年金保険の資格取得日は、昭和31年11月１日と記録されており、オンライン

記録と一致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 


